
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 20 年 4 月 10 日 

担当部・課：産業開発部  

資源・エネルギーグループ 

   電力・エネルギー課 

１．案件名  タンザニア国効率的な送配電系統のための能力開発プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

タンザニア電力供給公社（TANESCO）はタンザニア国（以下「タ」国）の電力供給を中心的に担

っているが、過去 10 年間の急進的な民営化計画により、新規人材確保が停滞し、十分な研修と

設備投資が行われなかったため、既存設備は老朽化し過負荷となった結果、電力供給信頼度は

劣悪な状況である。このような背景のもと本プロジェクトは、①内部人材育成方針・プログラ

ム作成、②カリキュラム・シラバス・教材作成、③トレーナー養成、④設備維持管理体制や職

場ニーズに合致したトレーニング実施、にわたる一連の活動を行い、TANESCO 自前の内部研修機

能を整備し、人材育成を行うことで電力供給信頼度を改善しようとするものである。 
 

（２） 協力期間:2008 年 10 月～2013 年 9 月（5年間） 

（３） 協力総額（日本側）：約 4.9 億円 

（４） 協力相手先機関タンザニア電力供給公社（TANESCO） 

（５） 国内協力機関（未定） 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

＜直接裨益者＞  

TANESCO・送配電部門職員 約 2100 人（管理職、技術者）  

＜間接裨益者＞ 

首都圏を含む既存電化都市・村落住民 約 70 万世帯 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

「タ」国の産業・経済の中心地であるダルエスサラーム市（人口250万人）及び地方都市部は、

近年の経済発展と人口増加に伴い電力需要が著しく増加しており（全国系統ピーク電力需要は

2007年12月の実績値で630MW）、都市部における電力の安定供給は「タ」国の社会経済活動の発

展の必須条件となっている。しかし、「タ」国における電力供給を担うタンザニア電力供給公社

(TANESCO)では、政府により分割民営化の方針が打ち出された1990年代後半から約10年間は、既

存設備の維持管理・増強・更新と新規設備に対する投資が行なわれず、経験のある優秀な人材

がTANESCOを去り、職員研修もほとんど行なわれてこなかった。このため施設は老朽化する一方

であり、増加する需要に対応するために各変電所の機器類は慢性的な過負荷状態が続き、また

配電設備は保守管理が不十分なために停電が頻発しており、社会経済の諸活動の大きな障害に



なっている。 

 また、民営化を目指し、外国コンサルタントが TANESCO の経営を担った時期（2000-2006 年）

もあったが所期の目的を達成できず、電気料金収入は支出の 60％程度に留まるなど、赤字財務

体質は改善されていない。こうした事情から、2006 年に「タ」国政府は、TANESCO 民営化につ

いては時期尚早と当面の棚上げを決定し、民間コンサルタントとのマネージメント契約の延長

は行わなかった。2006 年 12 月に就任した新しい TANESCO 経営陣は、TANESCO 再建と電力供給信

頼度向上のために人材育成は必要不可欠とし、Training Policy を作成するなど、研修のあり方

を見直し、社内の人材育成に力を入れていく姿勢を示している。世銀をはじめとする他ドナー

は既存送配電設備の更新・増強に対する支援を行なっているが、人材育成についてはいまだ不

十分な部分が多い。特にこの 10 年で多くの人材が TANESCO を去り、また新規採用もまったく行

われてこなかったことから、人材育成は大きな課題となっている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 「タ」国経済における主な問題点を要約すると、国内市場の狭小さ、歪んだ開放経済、貿易

依存度の高さ、慢性的国際収支の赤字、政府部門の肥大と財政赤字、強い規制・統制と脆弱な

行政能力、援助依存等が挙げられる。近年比較的安定した経済成長を続けてはいるが、これら

の問題克服は容易ではなく、一人当たりの GNI が 290 ドル（2003 年 World Bank Atlas）という

水準にあり、依然として貧困削減が最大の国家課題となっている。 

 以上の状況を踏まえ、「タ」国政府は、長期開発計画として「THE TANZANIA DEVELOPMENT VISION 

2025」（1998 年）と、3カ年計画として貧困削減戦略書（PRSP）（2000 年）を策定し、2001 年

より PRSP に基づく貧困削減への取り組みを本格的に開始した。しかし、この取り組みは基礎教

育分野においては就学率の向上など一定の成果を得たものの、所得貧困の削減等の当初目標の

達成には至らなかったため、引き続き新たな貧困削減戦略として「成長と貧困削減のための国

家戦略;National Strategy of Growth and Reduction of Poverty（NSGRP）」(2005 年)を策定

した。従来の PRSP は、保健医療・教育等、優先セクターを特定し貧困層への直接的裨益を目指

したが、NSGRP は貧困削減の方針は堅持しつつ、加えて成長への取り組みにも重点を置く方向に

ある。具体的には、従来のセクター特定の方針は取らず、①成長と所得貧困の削減、②生活の

質の改善と社会福祉、③良い統治及び説明責任、の３クラスターに大別した戦略内容となって

いる。本プロジェクトは人的資源開発による電力供給の改善という基礎的インフラ整備により、

上記クラスター①②に資するものであり、優先度は高いといえる。 

 エネルギーセクターにおいては、タンザニア政府は①新規エネルギー資源(天然ガス、油田)

の探査・開発、②火力発電所の新設、③送配電網の拡充とパワープールへの接続、及び④農村

部における小規模電化を推進しており、本プロジェクトは③に対応するものである。 

  

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

我が国は「タ」国をDAC新開発戦略の重点支援国と位置付けており、支援の上位目標を「安定



的な経済成長と貧困削減の好循環の形成・促進」と位置づけ、安定的な経済成長の源泉となる

基盤を整備するとともに、成長の恩恵が国全体の貧困削減につながるよう支援を行っていくこ

ととしている。このため、我が国の対「タ」国援助重点分野は、生産性向上・競争力強化のた

めの支援として、①約3分の2の生計を支え成長と貧困削減の両面に深く関わる農業分野、②成

長の基盤であり、民間投資の呼び水ともなるインフラ整備等、に焦点があてられている。本プ

ロジェクトは、このインフラ整備に貢献するものとして位置づけられる。 

また、同国別援助計画では基礎インフラ開発として、運輸・交通輸送システム、給水システ

ムとともに安定的な電力供給の確立が必要と分析しており、首都・地方都市における送配電網

整備を実施すると共に、送配電網の維持管理強化を支援していく旨、述べている。本計画を実

現するために、無償資金協力「オイスターベイ送配電施設強化計画」や、有償資金協力で今後

送配電網設備を推進する一方で、本プロジェクトにより送配電網の維持管理能力強化を図るも

のである。 

 

４．協力の枠組み 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

＜送配電系統における、計画、運用、維持管理に関する能力が強化される。＞ 

【指標】 

 所属長による研修受講者の能力向上の度合いに関する評価 

 送配電系統の運用状況を表す数値（停電回数・時間、電圧、周波数変動、電力設

備稼働率） 

 

2） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

＜電力供給の効率性と信頼度が改善される。＞ 

【指標】 

 電力供給の質が向上し、TANESCO の顧客が電力供給に満足する 

 電力供給の効率改善により TANESCO の財務状況が堅実になる 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

1）アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

成果 1： 

送配電系統に関する内部人材育成方針とプログラムが作成される。 

【活動】 

1-1. 人材育成方針とプログラムを協議するための、内部諮問ワークショップを開催す

る。 

 1-2. 内部人材育成方針（案）とプログラム（案）を作成支援する。 

 

【指標】 



 内部人材育成方針（案）と研修プログラム（案）の内容と質 

 

成果 2： 

送配電系統の保守管理に関する内部研修体制が整備される。 

【活動】 

2-1. 内部諮問ワークショップを通じ、技術改善計画を作成する。 

2-2. トレーナー研修、電工職と技能者向け研修に必要な、研修カリキュラム、研修シ

ラバス、研修マニュアルと研修用教科書を作成する。 

2-3. 研修施設の整備計画を作成する。 

2-4. トレーナー研修、電工職と技能者向け研修を実施する。 

2-5. トレーナー研修、電工職と技能者向け研修の受講者に資格試験と修了試験を実施

する。 

2-6. 新規採用エンジニアも含め送配電エンジニアに対し、職場研修を実施する。 

2-7. 電工職、技能者、エンジニア向けのマニュアルを作成する。 

2-8. 効率性と信頼度改善のため、電工職、技能者、エンジニアを支援する。 

2-9. 中核エンジニア向けのマニュアルを作成し、さらに中核エンジニアを育成する。

 

【指標】 

 資格や認定を受けたトレーナーと研修生の数 

 エンジニアによって提案された技術改善手法の数と内容 

 

成果 3：  

送配電系統の計画・運用に関する内部研修体制が整備される。 

【活動】 

3-1. 電力系統解析・計画、及び給電のための技術改善計画を作成する。 

3-2. エンジニアのための職場研修計画を作成する。 

3-3. 職場研修向けの研修マニュアルと研修用教科書を作成する。 

3-4. エンジニア向けの職場研修を実施する。 

3-5. 中核エンジニア向けのマニュアルを作成し、さらに中核エンジニアを育成する。

3-6. 効率性と信頼度改善のためのワークショップを実施する。 

 

【指標】 

 TANESCO 自身の技術的課題を反映した改善計画の数 

 電力供給コスト 

 

成果 4：  

電力供給における効率性と信頼度改善のため、総合的品質管理(TQM)手法*を導入する仕

組みが確立される。 

【活動】 

4-1. TANESCO 経営陣対象の TQM 導入ワークショップを実施する。 

4-2. 内部諮問ワークショップを通じ、TQM の導入や活用計画を作成する。 

4-3. 選定された部門やユニットのマネージャーに対し、TQM ワークショップを実施す

る。 

4-4. 選定された部門やユニットにおいて、TQM 活動を実行する。 

4-5. ファシリテーターを育成するために必要な研修カリキュラム、研修シラバス、研

修教材を作成する。 



4-6. TQM ワークショップのためのファシリテーターを育成する。 

4-7. TQM 活動の成果をモニタリング・評価する。 

注*：総合的品質管理（Total Quality Management：TQM)は、マネジメントの一手法であり、

組織上層部のリーダーシップの下、業務効率改善等への全社的な取り組みを通じて、顧客

が満足する品質やサービスを提供することを目的としている。 

【指標】 

 TQM 研修と活動に向けた参加と期待の度合い 

 TQM 活動の成果として提案された改善策の数 

 

（３） 投入（インプット） 

1）日本側 

①長期専門家 

 チーフアドバイザー/電力訓練 

 業務調整/ 研修機能強化 

 

②短期専門家*  

 送配電技術/研修計画 

 配電計画 

 系統解析 

 給電指令 

 変電設備 

 送電設備 

 業務効率改善（TQM） 

注*：プロジェクトの効果的な実施に必要と判断された場合は、他分野の短期専門家も派遣予定。

 

③供与機材 

機材投入分野は暫定的に以下のとおり。詳細はプロジェクトの中で協議する。 

a) 研修用機材（保守点検用計測器、講義・事務用機材、系統解析ソフト等） 

 

④研修員受け入れ 

a)カウンターパート研修（一部集団研修プログラムへの参加可能性もあり） 

b)第三国研修（必要に応じ） 

 

① タンザニア国側 

 Joint Coordinating Committee (議長：TANESCO Managing Director) 

 Working Group (議長：Manpower Development and Training Manager of Human 

Resources Dept.) 

 Task Members (関係部署の Principal Engineer 等を中心とした実際に日本人専門

家とともに、活動を行っていくメンバー達)  

 プロジェクトのための執務室と設備 

 ローカルコスト 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

①前提条件： ・タスク・メンバーが任命され、ワーキング・グループが形成される。 



・プロジェクトに必要な予算や事務所、施設が割り当てられる。 

②外部条件： 

成果達成～・研修を受けたトレーナーがそれぞれの研修を継続する。 

・内部資格や内部認定向けの報奨制度が設立され、適用される。 

・研修を受けたマネージャーが、職場スタッフと共に TQM 活動を実践する。

目標達成～・事業実施計画が適切に実行される。 

・十分な資金が確保される。 

・他の援助パートナーによって予定されている支援を獲得する。 

上位目標達成～・「タ」国の電力分野において、急激な政策変更が起こらない。 

・増加する電力需要に応えるための十分な投資が行なわれる。 

 

５．評価 5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と総合的に判断される。 

（１） 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 本プロジェクト内容は、TANESCO 送配電部門の人材育成に資する内部研修体制を整備するこ

とであり、これにより既存設備の持続的維持管理と適正な設備計画が可能となり、停電や

低電圧の軽減という TANESCO 電力供給対象地域や社会のニーズに合致している。 

 

 本プロジェクトは、タンザニア国の「成長と貧困削減のための国家戦略（2005 年）」の優先

事項である、基礎的インフラ整備による生活環境改善と生計の向上に資するものであり、

また、我が国の援助方針や JICA 国別事業実施計画での重要課題に一致するため、本プロジ

ェクトの優先度は高いといえる。 

 

 「タ」国経済活動の基盤となる安定的な電力供給のためには、電力設備の更新・新設のほ

か、設備の維持管理能力強化が必要である。世銀を初めとするドナーは、送配電網の更新・

増強を支援しているが、これまで保守管理が適正に行われてこなかったため、ロスも多く

停電も頻発していた。したがって、本プロジェクトによる TANESCO の送配電部門の人材育

成（特に維持管理に係る）は、過去に我が国が「タ」国にて実施してきた電力セクター支

援経験の蓄積を活用できるだけでなく、他ドナー支援との相互補完による相乗効果が期待

できるため、実施意義が高いと言える。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれる。 

 プロジェクト目標は、TANESCO 及びエネルギー鉱物資源省（MEM）との協議を経たものであ

る。本プロジェクトは、送配電系統という電気事業の一部門において、①内部人材育成方

針やプログラムという内部人材の育成方針や方策の明確化、②設備維持管理に携わる技術

者のレベル別研修体制整備、③解析・計画を担う人材の能力強化、④業務改善の一手法と

しての TQM の活用、という 4 つのアウトプットの達成過程を通じて、プロジェクト目標へ

と到達することを意図しており、目標達成の道筋は明確である。 



 

 プロジェクト目標に至るまでの主要な外部条件としては、次の 4 点があげられるが、以下

の理由により、現時点ではこれらの充足には問題がないと見込まれる。 

① 他の援助パートナーによって予定されている支援を獲得すること 

② 人材育成に必要な資金が適宜投入されること 

③ 内部資格や内部認定向けの報奨制度が設立され、適用される、 

④ 研修を受けたマネージャーが、職場スタッフを巻き込んで TQM 活動を実践すること

 

①については、既に世銀が送配電網の設備更新・増強の支援（Tanzania Energy Development 

and Access Expansion Project-送配電部門に約 86 百万ドル）を開始しており、さらに米国

Millennium Challenge Corporation も同様に電力設備更新への資金援助（206 百万ドル）を

表明している。 

②については、TANESCO 人材開発部で既に人材育成・研修用予算を計上しており（3 百万ド

ル、2008 年）、今後も社の方針として人材育成予算の計上を計画している。 

③TANESCO では、社内人材のインセンティブを引き出すような資格制度と結びついた研修体

制を構築したいと考えており、その確立に向けて関係機関との協議や情報収集を既に開始し

ている。 

④については、関連活動として TANESCO 経営陣対象の TQM ワークショップの実施を計画して

おり、これにより TQM への全社的理解と取り組みへの下地が出来、TQM のパイロット導入ユ

ニットとして選定されたマネージャーが、孤立することなくスタッフとともに TQM 活動を職

場で実践していける社内体制が整えられる。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。  

 本プロジェクトは、既存の設備・機材・人材を最大限に活用することとしており、例えば

現地の事情に通じた現地研修機関（VETA 等）との連携も視野に入れている。また、他ドナ

ー（世銀、SIDA、 Norway 等）の協力を得ることで、コスト的に効率的かつ効果的な業務実

施が見込まれる。 

 

 本プロジェクトでは、長期専門家（滞在型）の活動を通じて、内部人材育成方針やプログ

ラムの作成支援を行い、各々の研修ニーズを確認しながら、短期専門家を投入する計画と

なっている。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトは、以下のようなインパクトの発現が予測できる。 

 全国に亘る送配電系統設備（特に配電）の維持管理を行なう人材育成体制を整備するため、

トレーナーの育成から始めており、内部的波及効果を十分期待できる。また維持管理の人

材が育成されることで、効率性の改善と電力供給の質の向上がなされ、一般の人々の生活



条件や産業の発展に大きな波及効果を期待できると思われる。 

 

 プロジェクト目標達成から上位目標に至るまでの外部条件は、次の 2点があげられるが、

以下の理由により、現時点ではこれらが満たされる可能性は高いと見込まれる。 

①急激な政策変更が起こらない 

②増加する電力需要に応えるための十分な投資が行なわれる 

 

①については、現在エネルギー鉱物資源省（MEM）が中心となって新しく作成している

PSMP(Power Supply Master Plan)でも電力セクターの人材育成が重点課題として取り上げら

れており、TANESCO、MEM ともに人材育成重視の姿勢は今後も堅持されていくものと考えら

れる。 

②については、増加需要に応えるための投資としては、送配電網整備については引き続き世

銀等の他ドナー支援が期待でき、また電源開発については、民間資金導入が促進される傾向

にあり、今後も IPP による開発可能性が見込まれる。 

 

 

（５） 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

 2006 年 12 月に就任した新経営陣の下、Training Policy を作成するなど社内人材育成を重

視しており、人材開発部を中心にそのための予算計上に十分な対策が立てられているため、

プロジェクト目標達成に必要な財源の継続的な確保が見込まれる。 

 

 かつて電気事業改革が進められていた際に、人材を削減すると共に、新規採用を見合わせ

ており、この 10 年間人材育成をほとんど実施してこなかった経緯があり、組織的には中間

技術者が少なく技術者の高齢化が心配されるが、TANESCO では新規採用等による増員と適切

な人材配置を目指している。 

 

 送配電に関する技術については、TANESCO 内部の技術者が選抜により育成され研修トレーナ

ーとなる、または中核エンジニアの育成により職場での技術継承がなされる、等の社内に

おける技術普及メカニズムが本プロジェクトには取り込まれており、実施終了後もこのメ

カニズムを維持できる可能性は高い。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

電力供給の停滞は、密集した都市部に居住する貧困層を含め、「タ」国国内の社会経済の諸活動

に大きな影響を及ぼしている。ダルエスサラームや地方都市などへの電力の安定供給にインパ

クトを持ち得る本協力は、貧困層に対して間接的な波及効果が考えられる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 



「タ」国における類似案件としては、JICA は「ダルエスサラーム電力配電設備維持管理計画；

DAMP（1996-99）」（後に「DAMP」からスワヒリ語の「KAUDA」に名称変更）を実施している。こ

のプロジェクトでは、現場に根差した実務的研修と社内人材をトレーナーとして育成すること

の重要性を示した。このプロジェクトにより育った技術者は、現在もダルエスサラーム近郊の

設備維持管理チームの主力や KAUDA の研修トレーナーとして活躍しており、本プロジェクトに

おいてもこうしたリソースの有効活用を考慮している。 

また、他国における類似プロジェクトとしては、「ベトナム国電力技術者養成プロジェクト

（2001-06）」があげられる。このプロジェクトでは、電力公社との連携により、研修トレーナ

ー候補の C/P（電力短期大学の教員）に対し、現地駐在研修により電力設備の運転・保守の実情

を学び現場経験の不足を補う機会を提供した。この経験から、研修トレーナーには、相応の現

場経験が必要であり、研修と現場の保守管理体制は常にリンクすべきであることが認識される。

本プロジェクトにおいても、教材、シラバス、カリキュラム作り等の研修体制整備においては、

定期的に現場ニーズを的確に把握し、それを個々の研修内容に反映させるような体制を構築す

ることを考慮している。 

 

８．今後の評価計画 

 中間評価：  プロジェクト開始から 2.5 年後を目処に実施する。（2011 年 3 月頃）

 終了時評価： プロジェクト終了の半年前を目処に実施する。（2013 年 4 月頃） 

 事後評価調査：プロジェクト終了後 3～5年後を目処に実施する。 
 


